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※「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

はじめに

危険因子が発がんに寄与する度合い

十六総合研究所　特別アドバイザー
社会医療法人蘇西厚生会特別顧問、岐阜大学名誉教授（前学長）、医学博士 森脇 久隆

　地域社会や学校、企業などの事業体が健全

に維持され、十全の機能を発揮するためには、

構成員の健康が身体的にも、精神的にも、社会

経済的にも保持されていることが必須であると

いう点は、これまで本誌においても記してきた

通りです（参考文献1－1）。すなわち従業員の

健康への配慮は「健康経営®」※の観点からも

企業の課題であり、それが実現できているかど

うかは、企業や自治体など事業体にとって重要

な評価項目ともなっています。このため本誌でも

「健康経営」の重要性を繰り返し取り上げてい

ます（たとえば参考文献1－2、2026年6月号：

16～17ページなど）。

　なかでも特に、青年～壮年～高齢者に及ぶ

構成員の身体的健康を考える場合、がん（悪性

新生物）への対策を避けて通ることはできませ

ん。なぜなら、悪性新生物は1981年以降、日

本の死因第1位であり、しかも増加を続け、現

在では日本人の2人に1人はがんに罹
かか

るとみな

されているからです（参考文献1－1）。がん対

策は早期発見・早期治療に尽きますが、一方で

は近年の研究により、がんに罹るリスクを上昇

させる因子が複数存在し、そのような因子を

制御すれば、がんに罹るリスクを低減できるこ

とが明らかになってきました（参考文献2）。こ

のような、生活習慣の改善や医療介入などで

影響を小さくできる因子を『 修飾可能な（ある

いは制御可能な／介入可能な）発がん危険因

子（modifiable risk factors）』と呼びます

（参考文献3）。

　現在では、当該因子に関する多数の研究が

世界規模で極めて活発に進められていますが、

この春、最新の論文がNature Medicine誌

に掲載されました（参考文献3）。本稿ではその

紹介も兼ねて、がん予防に関する考え方の国

際的な趨勢について述べさせていただきます。

キーワードは、「修飾可能な(あるいは制御可能

な／介入可能な)発がん危険因子」です。

　発がん危険因子というと、まず喫煙（たばこ）

を思い浮かべる方が多いでしょう。実際に危険

因子として突出して大きいことは、昔も今も変わ

りありません。ただし実際には、図表1に示すと

おり、たばこ以外にも大きな区分として十数種

類、脚注に示す小区分まで含めると30因子以
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注2：以下への暴露を含む：アスベスト（中皮腫）、ヒ素（皮膚がん、肺が
ん、膀胱がん）、ベンゼン（白血病）、カドミウム（肺がん）、ディーゼ
ル・エンジン排気（肺がん）、フォルマリン（上咽頭がん）、ニッケル
（肺がん、鼻腔がん）、多環芳香族炭化水素（肺がん、皮膚がん）、シ
リカ（肺がん）、硫酸ミスト（鼻咽頭・喉頭がん）、トリクロロエチレ
ン（腎がん）

※は、本文参照
注1：以下の病原体（細菌、ウイルス、寄生虫）を含む：ピロリ菌（胃が

ん）、ヒト乳頭腫ウイルス（子宮頸がん）、B型肝炎ウイルス（肝が
ん）、C型肝炎ウイルス（肝がん）、エプスタイン―バー・ウイルス
（リンパ腫、上咽頭がん）、住血吸虫（膀胱がん、肝がん、大腸が
ん）、ヒトT細胞リンパ腫ウイルス（白血病）、肝吸虫・タイ肝吸虫
（肝がん）

発がん危険因子 主ながん腫
肺がん、子宮頸がん、胃がん、肝がん、
口腔咽頭がん、喉頭がん、食道がん、膀胱がん、
大腸がん、膵がん

－

－

－

－

－

－

たばこ
（電子たばこ等を含む）

乳がん、胃がん、肝がん、大腸がん、膵がん、
胆のうがん

肥満・運動不足

肺がん、中皮腫職業

子宮頸がん、胃がん、肝がん、ホジキンリンパ腫感染 （注1）

乳がん、肝がん、食道がん、大腸がんアルコール

肺がん環境汚染 （注2）

皮膚がん紫外線など
医薬品・医療行為※
食品添加物・農薬等※

社会経済的要因※

乳がん周産期・生育
（不十分な授乳を含む）

遺伝※

生殖※

食事※

【図表 1】　発がん危険因子の一覧
（食事など複合因子や遺伝など修飾可能でない因子も含む※）

出所：参考文献2, 3より筆者作成

上（参考文献3）が社会的に重要性を有する発

がん危険因子と見なされます。さらに研究レベ

ル、基礎実験レベルで認められた発がん性因

子まで挙げると、極めて多数（カウントレス）に上

ります。そこで本寄稿では、各種事業体におい

て発がん予防を実践するという現場でのタスク

（実務上の課題）に立脚し、まず対処すべき事

項として、図表1の因子を中心に記述を進めま

す。

　※を付した因子については、複合因子など

の事由につき別稿での記載を予定しています。

たとえば食事は「がんを防ぐための新12か条」

（後述）の4、5、6に該当しますが、食事自体が

食品×種類×摂取量の複合因子であり、食品そ

のものも複合成分から構成されています。すな

わち本稿で主に取り上げる「修飾可能な単一

因子」として取り扱うことは困難であり、介入も

複合的となります。他の※を付した因子も、類

似の理由あるいは遺伝など現時点では介入が

不可能なため、詳細の記載は見送ります。

　なお、発がん全体を対象とした場合、上記因

子がどのくらいの重み（責任）を有するのかを

知っておくことは大変重要であり、かつ興味深

い点でもあります。すなわち、仮にこれらの因子

をすべて排除できた場合、発がんをどの程度ま

で抑止できるのかという推定値です。参考文

献3によれば、全世界、男女合わせて38%、女

性では30％（世界の地域差（文末注釈1）を考

慮すると25～38％）、男性では45％（同28～

57％）となっています。

　また、上記の全発がんに対する寄与割合（全

世界：男女計38％）を因子ごとに見た場合、た

ばこが16％、感染10％、肥満・運動不足4％、ア

ルコール3％、職業2％、環境汚染2％、周産期・

生育（授乳不充分）1％、紫外線など1％となり

ます。日本を含む東アジア（男女計45％）では、

たばこが19％、感染13％、環境汚染5％、アル

コール4％、肥満・運動不足2％、職業2％となり

ます。
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たばこ
30%
たばこ
30%

食 事
30%
食 事
30%運動不足 5%

職業 5%
遺伝 5%

感染 5%
周産期・生育 5%

アルコール 3%

環境汚染 2%
紫外線など 2%

生殖 3%

その他 2%
社会経済的要因 3%

赤文字は、
修復可能な
因子を表す

危険因子
グローバル

（Global）
東アジア

（East Asia）
1996年 2022年 2022年

たばこ

運動不足

職業

感染

周産期・生育

アルコール

環境汚染

紫外線など

52%

9%

9%

9%

9%

5%

4%

4%

42%

11%

5%

26%

3%

8%

5%

3%

42%

4%
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9%

11%
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【図表3】　発がん危険因子
（食事など複合因子や遺伝など修飾可能でない因子も含む）

【図表 4】　修飾可能な発がん危険因子
（主要な 8 種の因子のみの合計を 100％としたときの内訳）

出所：参考文献2より筆者作成

Global　1996年

感染の詳細については図表1の注1を参照願います。

がん腫 発がん危険因子
たばこ、環境汚染
たばこ、アルコール、肥満／運動不足
感染、たばこ
感染、たばこ、アルコール、肥満
たばこ、肥満
肥満／運動不足、アルコール、
周産期・生育（不十分な授乳を含む）
感染、たばこ
肥満／運動不足
たばこ、アルコール、肥満
たばこ
たばこ、肥満
たばこ（電子たばこ等を含む）
感染
紫外線など

肺がん
大腸がん
胃がん
肝がん
膵がん

乳がん

子宮頸がん
子宮体がん
食道がん
膀胱がん
腎がん
口腔咽頭がん
ホジキンリンパ腫
皮膚がん

【図表 2】　がん腫別に見た修飾可能な（あるいは制御 
　　　　　可能な／介入可能な）発がん危険因子

出所：参考文献3より筆者作成

出所：参考文献2, 3より筆者作成

修飾可能な発がん危険因子の年次比較、地域比較

　これらのうち周産期・生育（授乳不充分）や

紫外線は、読者にとって耳慣れない因子かと思

います。前者は乳がんの関連因子であり、北ア

フリカ・西アジア、ラテンアメリカ・カリブ海地域

で高い寄与度を示します。また、紫外線は白色

人種の日光暴
ばく

露
ろ

による皮膚がんの因子で、オセ

アニア、北アメリカ、北ヨーロッパ、西ヨーロッパ

で高い数値を示します。さらに感染因子（病原

体）については、図表1の注1に示すとおり全世

界的には極めて多数に上りますが、日本、東ア

ジアではB型肝炎ウイルス（肝がん）、C型肝炎

ウイルス（肝がん）、ピロリ菌（胃がん）、ヒト乳頭

腫ウイルス（子宮頸がん）が主要なリスク因子と

なります。図表1とは表裏の関係になりますが、

　1996年に提示された、発がん危険因子全体

の内訳は図表3の通りですが、ここでは修飾可

能な発がん危険因子に対象を絞り、年次比較、

地域比較を行います。

がんの種類別に見た主な発がん危険因子の一

覧を図表2に示します。
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【図表5】　修飾可能な発がん危険因子の割合（グローバル）
（1996 年と 2022 年の年次比較）

出所：参考文献2, 3より筆者作成 出所：参考文献3より筆者作成

【図表6】　修飾可能な発がん危険因子の割合（2022年）
（Global と東アジア（East Asia）の地域比較）

運動不足 感染たばこ 職業
アルコール 紫外線周産期 環境汚染

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1996年Global

2022年Global

運動不足 感染たばこ 職業
アルコール 紫外線周産期 環境汚染

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022年Global

2022年East Asia

※8種の因子：たばこ、運動不足（肥満を含む）、職業、感染、周産期・生育、アルコール、環境汚染、紫外線

発がん危険因子からひも解くがんの予防・治療

　比較を容易にするために、日本を含む東アジ

ア地区にとって重要な8種の因子※について寄

与度を計算し【図表4】、1996年 vs 2022年

の年次比較【図表5】と、グローバル vs 東アジ

アの地域比較【図表6】を行いました。

　年次比較では、たばこの割合が確かに低減し

たことに対し、運動不足とアルコール、すなわち

（たばこを除く）生活習慣の寄与が増大してい

ることと、感染が大きく重要度を増していること

がお分かりいただけると思います【図表5】。生

活習慣の悪影響が、健康全般に根強い力を示

し続けていることは、参考文献1－3でも記述し

た通りです。

　次に地域比較では、東アジアの特徴は感染と

環境汚染にあるようです【図表6】。感染につい

ては、何を行えばよいかが、次章で取り上げる通

り明確になっています。環境汚染による影響に

ついては、我が国に限れば既に低減方向に推移

しています。

　修飾可能な発がん危険因子のうち、生活習

慣を色濃く反映するたばこ、肥満・運動不足、ア

ルコールに、食事を合わせた影響度が全体のお

よそ3分の2に上ることから【図表3】、がんの予

防には生活習慣の改善が最も重要であること

は言うまでもありません。がん研究振興財団は

1978年に「がん予防の12箇条」を公表してい

ますが、その重要性は、現在に至るまで変わる

ことはありません（参考文献４、参考文献1－1、

1－3もご参照下さい）。

　詳細は参考文献に譲りますが、たとえばお酒

の適量は、1日あたり日本酒1合相当（ワイン：グ

4

本表における「予防」、「治療」の概念は以下の通り。
・予防：発がん危険因子である病原体の感染を予防し、その病原体による発がんを防ぐ。
・治療：発がん危険因子である病原体に既に感 染している場合、その病原体を治療 薬によって排除
          （除菌）し、発がんリスクを低減する。

発がん危険因子 医学的対策（予防） 医学的対策（治療）関連するがん
ピロリ菌

ヒト乳頭腫ウイルス

B型肝炎ウイルス

C型肝炎ウイルス

胃がん

子宮頸がん

肝がん

肝がん

―

ヒト乳頭腫ウイルスワクチン

B型肝炎ウイルスワクチン

―

除菌（抗菌薬）

―

直接作動型抗ウイルス薬

直接作動型抗ウイルス薬

【図表 7】　特に医学的な予防介入・治療介入が必要な発がん危険因子
（「感染」因子が主要な対象）

出所：筆者作成

がんを防ぐための新12か条

たばこは吸わない1

他人のたばこの煙を避ける2

お酒はほどほどに3

バランスのとれた食生活を4

塩辛い食品は控えめに5

野菜や果物は不足にならないように6

適度に運動7

適切な体重維持8

ウイルスや細菌の感染予防と治療9

定期的ながん検診を10

身体の異常に気が付いたら、すぐに受診を11

正しいがん情報でがんを知ることから
出所：公益財団法人 がん研究振興財団HP

12

ラス一杯、ウイスキー：シングルなど）、週2回は

禁酒日を置く、運動は歩数計換算で成人8,000

歩／日、高齢者6,000歩／日など具体的な推

奨もあります。ただし、これらの推奨は国や地域

によって差が大きく、さらに議論が続いている課

題であることも記しておきます。

　発がん危険因子の中でも、特に直接、医学的

な予防・治療対策が必要であるのが「感染」で

す。アプローチには2つの手段があり、1つは感

染そのものをワクチンで予

防すること、2つ目は既に感

染している場合、薬剤で病

原体を排除する治療を行う

ことです。前者は、ヒト乳頭

腫ウイルス（子宮頸がん）

とB型肝炎ウイルス（肝が

ん）、後者はピロリ菌（胃が

ん）、B型肝炎ウイルス（肝

がん）、C型肝炎ウイルス

（肝がん）が対象になります【図表7】。ただし、

有効率は100％ではありませんし（文末注釈2）、副作

用の問題もありますので、詳細な記載は本稿で

は割愛します。もし心配な点があれば、かかりつ

け医や事業所の産業医経由で専門医にご相談

されることをお勧めします。また、関連諸学会が

ホームページで市民向けに情報提供も行ってい

ます（例：B型肝炎については参考文献5）。
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［特別寄稿］Special Contribution
がん予防に関する考え方の国際的ながん予防に関する考え方の国際的な趨趨

すうせいすうせい

勢勢についてについて

１-１．森脇久隆．「食習慣と病気」という切り口から「ウェルビーイング」について考える―日本人における歴史的推移―．
十六総合研究所経済月報2023年８月号vol.121 2-8ページ

１-２．河野明日香．健康経営®とおとなの学び～働きがい・生きがいを通じたウェルビーイングの向上～．
十六総合研究所経済月報2026年6月号 vol.154 1-8ページ

１-３．森脇久隆．予防医学／疾患治療の進歩と生活習慣の根強い影響―肝疾患の歴史的推移を例として―．
十六総合研究所経済月報2026年1・2月合併号 vol.150 22-26ページ

２．Harvard Report on Cancer Prevention. Volume 1. Causes of human cancer. Cancer Causes Control 1996 Nov. 
7 Suppl. 1:S3-S59

３．Fink H, et al. Global and regional cancer burden attributable to modifiable risk factors to inform prevention. 
Nature Medicine 2026;32:1306-1315 
https://doi.org/10.1038/s41591-026-04219-7

４．公益財団法人 がん研究振興財団．がんを防ぐための12か条　　https://www.fpcr.or.jp/pamphlet.html
５．日本肝臓学会．市民向けホームページ．B型肝炎　　https://www.jsh.or.jp/citizens/hbv/hepatitis_b/

【注釈1】
参考文献3において、世界の地域は、東アジア、東南アジア、南・中央アジア、北アフリカ・西アジア、サハラ以南のアフリカ、東ヨーロッパ、南
ヨーロッパ、西ヨーロッパ、北ヨーロッパ、北アメリカ、ラテンアメリカ・カリブ海、オセアニアの12地域に分類されています。日本は東アジアに
入りますが、本文に示す通り、発がん危険因子のデータはむしろグローバルのそれに近いです。

【注釈2】
B型肝炎やC型肝炎、またピロリ菌による慢性炎症がすでに長く続いていたような場合、多段階の発がんステップがある程度進行しており、その
段階で病原体を排除できたとしても、発がん（肝がん、胃がん）を抑止できない場合もあります。

参考文献

●執筆者プロフィール
1976年岐阜大学医学部卒業。84年岐阜大学医学博士。97年岐阜大学医学部教授、2006年国立大学法人岐阜大学医学部附属病
院病院長、14年国立大学法人岐阜大学学長、20年国立大学法人東海国立大学機構大学統括理事・岐阜大学長などを歴任後、22
年より国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学名誉教授、社会医療法人蘇西厚生会特別顧問、特定非営利活動法人日本医学歯学
情報機構相談役、十六総合研究所特別アドバイザーに就任。専門は内科学、消化器病学、肝臓学、腫瘍学、栄養学。1998年織田賞
（日本肝臓学会賞）、2012年日本ビタミン学会賞、13年岐阜新聞大賞受賞。

おわりに

　現在のわが国では、悪性新生物（がん）が健

康や生活の質（QOL＝Quality of Life）に

最大の影響を与えます。これに対抗する防衛戦

略として、発がん危険因子の少なくとも3分の1

ないし半分弱は、修飾（あるいは制御、介入）が

可能であることをまず知っておく必要がありま

す。たばこをはじめ、肥満・運動不足やアルコー

ル、食事など、生活習慣の改善を通じて自ら取

り組むことが出来る因子から、医学的な予防・

治療が可能な因子、広い意味での社会的な因

子（職業、環境汚染）まで在り様は多様ですが、

逆にそれだけ、アプローチの幅も広いといえま

す。本寄稿が、様々な場で読者諸賢に役立つこ

とができれば幸甚です。
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※本事業における副業者との契約は、原則として雇用契約ではなく
「業務委託契約」に基づいています。

Q1. 企業概要と課題を教えてください。

代表取締役社長　山田 義久氏

事例1 株式会社ヤクセル　（代表取締役社長　山田義久氏）

はじめに

十六総合研究所 コンサルティング部

　都市部に住む高い専門性を持つ人材が、地
方の中小企業で副業として活躍しており、その
高い専門性を活かして経営課題の解決に貢献
しています。岐阜県関市では、こうした副業者を
活用して、2025年度から市内企業の人材不足
の解消と経営課題の解決を目的とした「副業
人材マッチング支援事業」※を実施しています。
その内容については、本誌2025年12月号の
特別寄稿「人手不足時代の産業振興と関係人
口づくり（株式会社インディードリクルートパート
ナーズ）」で紹介しました。

●山田社長（以下、敬称略）：私たちは、調理器
具や食器を中心に、国内外のお客さまに向け
た多彩な製品・サービスを開発・販売していま

　今回は、本事業で生まれた、関市内企業の副
業人材活用事例をご覧いただきます。どのよう
な方が応募し、企業の経営課題にいかなる成
果や影響をもたらしたのか、受け入れを行った
企業3社に取材をしました。そこから見えてきた
のは、人手不足が深刻化するなかで、「人手を
どう確保するか」だけではなく、企業が少人数
でも成長していくための「生産性向上」にアプ
ローチしていることです。そして、副業者との取
組みが、業務の進め方だけでなく、既存社員や
組織の仕事と向き合う姿勢や発想にも影響を
及ぼしているということです。その過程につい
て、具体的な事例を交えながらご紹介していき
ます。

す。商品ラインナップはキャラクター商品から本
格包丁まで幅広く、名入れ加工やOEM対応な
ど、お客さまのニーズに柔軟に対応しながら、
日々の生活に喜びと豊かさをもたらすことを目
指しています。
　ECサイト（電子商取引サイト）運営では、来
訪者数増加による売上アップを目指して改善を
重ねてきましたが、期待したような成果は十分
に上がっていませんでした。市場環境や競合の
分析が不十分で戦略が定まらないため、具体的
な施策を打ち出せておらず、売上が伸び悩んで
いたのです。そこで今回は、その戦略策定と運
用を支援してもらえる副業者の方の力を借りま
した。

Special ReportSpecial Report【特別レポート】【特別レポート】

「生産性向上」にアプローチ「生産性向上」にアプローチ
副業人材という「第三者の視点」が生み出す組織の変革と成長
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Q2. 副業人材活用の最初のイメージはどうでしたか？

Q3. 副業人材をどう募り、活用しましたか？

Q4. 副業人材の活用結果と今後の展開は？

市場環境、 分析
及び

商品選定について
年 月 日

経営戦略に関わるデータ分析を委託

●山田：関市の副業人材活用セミナーで、専
門性の高い方が副業を活発に行っているとい
う話を聞きました。当社でも、製品加工はもちろ
ん、財務や広報など高度な知識や専門性が必
要な業務を外部委託してきた経験があったた
め、活用自体のイメージはしやすかったです。た

●山田：経営者として、日々さまざまな決断をし
ていかなければなりません。特に経営戦略に関
わる決断では、場合によっては事業や商品から
の撤退を判断し、その背景を社員に説明してい

●山田：売上向上のため、「ECサイト販売での
商品選定の精度向上および来訪者数増加に向
けた戦略立案」と「それに基づく運用・実践」と
いう2つの業務で募集をかけました。その結果、
分析のプロから、地域の特産品プロモーション
やネットショップ運営を個人で手掛けられている
方まで、幅広い方々から応募がありました。その
数は、それぞれの業務で十数名にのぼり、その
中から1名ずつを選定しました。
　選考で意識したのはコミュニケーション面で
す。高度な専門性を持ちつつも、私たちに分か
るように言葉をかみ砕いて説明し、例え話を用
いて歩み寄ってくださる方と契約しました。戦略

だ、これまでの委託業務は身近な紹介を通じた
ものが多く、今回のように、広く全国から人材を
募るという発想はありませんでした。オンライン
での業務により、地域にとらわれず専門性の高
い人材に仕事を発注できるという点は新しい発
見でした。

く必要もあります。今回は、その決断を後押しし
てくれるようなデータ分析結果の提供を受け、
限られた人員の中で、やめるべきこと、集中すべ
きことを整理できたことが大きな成果だと感じ

そのものや、販売という事業の中枢を任せるか
らこそ、この点を重視したのです。
　「戦略立案」担当の方には、過去の販売実績
データをすべて共有し、さまざまな切り口で分析
を行っていただきました。売上の経年比較、競
合比較、顧客の検索フリーワードやレビューの
傾向から自社製品の評価まで、20〜30ページ
にわたる詳細なレポートを作成していただきまし
た。その考察は予想以上で、私たちが「なんとな
くそうではないか」と感じていた強みが豊富な
データで裏付けられ、注力すべき商品や打ち手
が明確になった一方、伸びしろのない商品や無
駄な施策も明らかになりました。これにより、思
い切った「選択と集中」を決断できたのです。
　そして、「運用・実践」担当の方にも分析結果
や戦略を共有し、具体的な打ち手に落とし込ん
で実践していただきました。現在、ちょうど3か月
が経ったところですが、契約を更新し、これまで
の振り返りを行うとともに、これからの3か月の
計画を立てているところです。
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本社工場（関市栄町）

株式会社ヤクセル

岐阜県関市栄町2丁目41番地
1932年（昭和7年）設立
資本金／4,260万円
代表者／代表取締役会長　山田武司
　　　　代表取締役社長　山田義久
◉刃物製造業

Q1. 企業概要と課題を教えてください。

Q2. 副業人材活用の最初のイメージはどうでしたか？

SNS担当　林  由香氏

事例2 林刃物株式会社　（SNS担当　林  由香氏）

●林：以前から、東京の知人との何気ない会
話の中で、「自分の専門性や経験を活かせる機
会が、今の会社では少ない」という話をよく聞い
ていました。そのため、都市部にはそうした専門
性の高い人材が多くいるのだろうという認識は

ありました。地方ではなかなか人材が見つから
ないため、「専門性を持て余している優秀な人
材に手伝ってもらえたらいいのに」と思っていた
こともあり、副業人材受け入れのイメージが比
較的スムーズに持てました。

ています。また、社員にとっても「次の打ち手を
どうすべきか」を考える良い機会になりました。
　今回の経験をもとに、全社員が手を止めて、
データをじっくり眺め考え、意見を出し合う時間
を作ろうと思っています。目指すは、会社全体

●林由香氏（以下、敬称略）：当社は、関市に
本社を構える老舗刃物メーカーです。家庭用か
ら業務用ハサミ類、特殊刃物など幅広い商品
アイテムを手掛け、伝統技術と現代のニーズを
融合させたものづくりを行っています。製品は国
内だけでなく海外にも輸出しており、今後はさら
なる海外展開と技術革新を目指し、世界に誇れ
る刃物づくりを推進していきます。その一環とし
て、SNSを活用した商品プロモーションを強化し
ていますが、動画制作に精通した人材が社内に
おらず、制作スピードと品質に課題を感じていま
した。そのため今回は、動画制作の専門性を発

揮してくれる副業者を活用し、新しい活路を見
出したいと考えました。

で、データをもとに次の打ち手を考えられるよう
になることです。副業人材の活用をきっかけに、
組織全体が進化していく兆しが見えてきまし
た。
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Q3. 副業人材をどう募り、活用しましたか？

Q4. 副業人材の活用結果と今後の展開は？

訴求力ある商品紹介動画

●林：結 果として、3 か月 の 契 約 期 間 中 で
Instagram用の動画を9本作成してもらうこと
ができました。月々の委託料が5万円ですので、
計15万円でこれだけの本数を作成できたわけ
です。この取組みを社内で共有したところ、思
わぬ副産物が生まれました。社員から「これだ
け気軽に、しかも低コストで動画が作れるなら、
問屋やバイヤー向けの提案動画も作れないか」
という声が上がってきたのです。社員にとって、
「動画制作」はコストも手間もかかるハードル
の高い仕事というイメージがあり、これまで、こ
うした提案はなかなか出てきませんでした。営

業活動の際は、多くの刃物を持ち歩いてデモン
ストレーションを行うのですが、1回の出張で持
ち運べる商品の量には限界があります。現場に
おける営業ツールとして動画を活用できるよう
になることは、副業者の方との協業により生じ
た「小さなDX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）」と言えるかもしれません。
　今後は、問屋やバイヤー向けの提案動画や、
InstagramだけでなくYouTube、TikTokな
どにも展開可能な動画の制作を検討しており、
引き続き副業者の方の力を借りようと考えてい
ます。副業者の方とのやり取りが社内全体に広

●林：副業人材の募集をかけると、すぐに20
〜30名ほどの応募がありました。ハサミのプロ
モーション動画を作っている方から、誰もが知る
有名テレビ番組の制作に関わっている方まで、
本当に幅広い実績を持つ方々が集まってくれま
した。その中から、動画制作の経験が豊富な東
京の方と契約したのですが、一番の決め手は、
面接で最も話が弾んだことです。
　面接では、最初に、作ってもらいたい動画の
イメージを伝え、それに対して提案をしてもらう
スタイルをとったのですが、その提案（撮影方法
や編集の具体的な内容）への共感はもちろん、
同世代ということもあって、気兼ねなく話せそう
な雰囲気が魅力でした。これからさまざまなこ
とを学ぶにあたり、お互いが必要以上に遠慮す
ることなく、対等に意見を交わしながら仕事をし
ていきたいという当社のニーズにもマッチしま 
した。
　今回の取組みには、「どこまで低コストで手
軽に動画制作ができるか」という実験的な意味
合いもありました。打ち合わせは基本的に東京

と岐阜をオンライ
ンで結んで実施し
ました。そして「立
案した 企 画 に 合
わ せ て 本 社（ 関
市）で商品を撮影
し、そのデータを
共 有して 動 画 を
編 集してもらう」
という方 法をとり
ました。自分たち
ではできない動画
編集をしていただいたことはもちろんですが、一
緒にプロジェクトを進める中で、多くの学びや気
づきがありました。例えば、関市にいる私たちに
とっては、当たり前すぎて見過ごしていた「関と
いう土地の強み（地の利）」を動画のフックにす
ることや、動画のつなぎ目にAIで生成した画像
を活用することなど、私たちだけでは到底気付
けないような新しい発見がたくさんありました。
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本社工場（関市緑ヶ丘）

林刃物株式会社

岐阜県関市緑ヶ丘2丁目3番7号
1960年（昭和35年）設立
資本金／1,000万円
代表者／代表取締役　林  裕之
◉刃物製造業

Q1. 企業概要と課題を教えてください。

Q2. 副業人材活用の最初のイメージはどうでしたか？

代表取締役社長　山中  一氏

事例3 株式会社トヨトモ　（代表取締役社長　山中  一氏）

●山中：関市の「副業人材マッチング支援事
業」をきっかけに、専門性の高い人材を副業と
して活用する方法を知りました。当時、新たな事
業計画の検討で頭を悩ませていたところ、親身
に相談に乗ってくれた十六銀行の担当者から
本事業を紹介いただいたのです。候補者は東

京をはじめとした都市部の人材が中心で、業務
は基本的にオンラインとのことでした。当社とし
て初のチャレンジでしたが、「十六銀行からの紹
介」で「関市の事業」ということもあり、不安は
全くありませんでした。
　当時は、事業戦略が自分の頭の中だけにあ

●山中社長（以下、敬称略）：私たちは、印刷
業界で50年以上の歴史を持つ企業として、関
市を拠点に東京、大阪で事業を展開していま
す。印刷全般をはじめ、商品券、クーポン券、
カード一体型台紙、各種申込書、ミシンくじ、ダ
イレクトメールの製作など、多岐にわたるサービ
スを提供しています。特に偽造防止対策や環境
配慮型製品、小ロット対応のカラーオンデマンド
印刷など、高い技術力と品質にこだわった製品
づくりが強みです。
　しかし、近年、主力商品である申込書や帳票
の売上が鈍化しています。契約書の電子化や
保険業界の営業形態の変化など、印刷業界全
体の縮小や市場環境の変化に対する次の一手

（戦略）が確立されておらず、事業成長を阻む
要因となっていました。そのため、事業戦略の
策定を支援いただける副業者の方に力を借りる
ことにしました。

がっていけば、将来的には社員自身で動画を作
れるようになるかもしれません。副業人材活用

には、さまざまな可能性が広がっていると感じま
す。
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※今回の副業人材マッチング支援事業で利用した、株式会社インディードリクルートパートナーズ提供の副業人材マッチングサービス

Q4. 副業人材の活用結果と今後の展開は？

営業改革ご提言書｜皐キャピタルパートナーズ株式会社 

― 1 ― 

 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

2026 年度 営業部受注目標レポートから見る 

営 業 改 革 の ご 提 言 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

株式会社トヨトモ 

御中 

2026 年 1 月 
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営業改革に資する提言

●山中：これまでは各部門がそれぞれの目標
に向けて業務を進めていましたが、それは個別
部門の最適であって、会社全体の最適な目標と

はズレが生じ始めていました。そこで、それらを
財務指標と結びつけ、各部門が共通の目標を
掲げて業務ができるよう、副業者の方とともに

●山中：当初は、財務、商品・サービス開発、生
産現場の効率化など、どこから手をつけてよい
のかも分からない状況で、課題が山積していま
した。そのため、あえて当社の直面している問
題点を募集原稿に率直に記載し、大きく括って
「事業計画の策定を手伝ってほしい」という形
で募集を行いました。すると、38名もの方から
「良い案があります」「私ならこう解決します」
といった熱意ある応募をいただきました。財務
に強いコンサル経験者から、新規事業や営業
経験が豊富な方、印刷業界に詳しい方まで、多
方面からアプローチをいただきました。
　選考にあたっては、「サンカク（ふるさと副
業）」※の担当者の提案に従い、同時に候補者
4名に集まっていただいて提案をもらう「座談会
形式のプレゼンテーション会」を実施しました。
4名4通りの解決の切り口があり、それ自体がと
ても参考になりました。最終的には、財務から営

業方面まで幅広いコンサルティング経験を持つ
方と契約しました。
　選考を通じて信頼できる方だと確信できたた
め、決算書をお渡しし、平均的な印刷会社や事
業が好調な同業他社との3年にわたる徹底的
な比較・分析を行っていただきました。そこから
見えてきた当社の問題は、原材料などの「費用
に対する意識と取組みの甘さ」でした。これまで
も何となく感じていたことではありましたが、客
観的な数値で分かりやすく指摘いただいたこと
で、業務改善への覚悟が決まったことを覚えて
います。
　例えば、「案件ごとに紙の無駄を1メートルな
くすだけで、年間約600万円もの費用が削減さ
れる」といった点を可視化してもらいました。私
たちは、それまでも感覚的に「無駄をなくす努
力」はしていたものの、数字に落とし込んだ具
体的な目標を持っていなかったのです。さらに、
分析だけで終わらせず、実績値をタイムリーに
会議資料や目標指標へ落とし込めるツールま
で作成してくださり、実際の運営にも深く関わっ
ていただきました。当初は3か月の契約でした
が、現在は1年の契約へと更新しています。お支
払いしている委託料以上の多大な貢献をしてく
ださっており、いずれは成果に見合った報酬の
見直しを申し出たいくらい感謝しています。

り、はっきりしない状態でした。「就業場所の制
約をなくせば候補者の選択肢が広がり、全国か

ら優秀な候補者を募ることができる」と気づき、
募集を決めました。

Q3. 副業人材をどう募り、活用しましたか？
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人材不足・経営課題解決に新たな一手

副業人材マッチングを支援します！

「人手不足を解消する新時代の採用手法」と題し、
労働市場の現状を知り、副業人材の活用方法や
自社の潜在課題と解決のヒントが学べるセミナーを開催します。
前年度参加した市内企業の副業人材に関する「リアルな話」が
聞けるパネルディスカッションもあります。

１

２
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せきてらす　多目的ホール
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委託先：株式会社十六総合研究所、株式会社インディードリクルートパートナーズ

会
場

照会先：　関市役所商工課　電話：0575-23-7335

詳
細
は
こ
ち
ら
←

関市平和通 4丁目12番地１

労働人材確保は企業にとって喫緊の課題ですが、人口減少の時代において、
人材確保はますます難しくなることが想定されます。そこで、関市は

人材不足の改善と経営課題解決の新たな一手として「副業人材活用」を提案します。

事業所向けセミナーの開催

副業人材マッチング支援
マッチング成功報酬の補助（件数上限あり、先着順）
 求人掲載の募集要件、選考、活用の伴走支援

　副業人材活用とは
企業が必要としている専門スキルや知見を、大企業等で活躍する専門スキルを生かしたい副業・兼業人材の活用により補うことです。
？ ？

副業人材マッチング支援事業のチラシ

まとめ

　ご紹介した3社の事例では、いずれも、当初
設定したピンポイントな業務目的（EC運営、動
画制作、事業計画策定など）の達成にとどまら
ず、組織や社員の仕事の仕方、進め方、さらに
は考え方にまで好影響が及んでいます。副業人
材という「第三者の目や感性」、そしてデータ分
析という「客観的な視点」が入り込むことが、組
織変容を促す大きなヒントやきっかけになってい
るのです。
　関市は「ものづくりのまち」として、長い歴史
と誇るべき伝統がある地域です。それゆえに、
これまでの成功体験や従来の仕事の進め方を
変えることには難しさもあるのかもしれません。
しかし、だからこそ、同市が掲げる「新たな人の
流れと交流が生み出され、地域経済全体の活
性化、そして新たな産業振興への好循環につな
がる」という地方創生モデルにおいて、外の風
を吹き込む「副業人材活用」の存在意義は極
めて大きいと言えるでしょう。

変革を進めています。例えば「◯◯％の利益率
を目指す」という共通指標に対し、営業部門は
見積作成、仕入れ部門は価格交渉、製造部門
はロス削減というように、全部門がつながりを保
ちつつ取組みを行うのです。システムベンダー
にも入っていただき、この仕組みのシステム化
に向けて挑戦しているところです。
　また、この共通目標に向けた取組みの

PDCAを各部門が自律的に回せるよう、会議
のスタイルを刷新し、各部門の責任者が自ら説
明・分析できるよう人材育成にも取り組もうと
考えています。材料費の高騰や顧客ニーズの
多様化など、激しい環境変化に対応するために
は、私たち自身が変わり続けなければなりませ
ん。副業人材の活用が、変革の大きなきっかけ
になったことは間違いありません。
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出所：健康経営優良法人認定事務局（日本経済新聞社）「令和7年度健康経営優良法人 
　　　認定の分析及びご報告」（2026年）をもとに十六総合研究所作成
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（申請/認定法人数）
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（年度）

98.4％
認定率

申請数  
認定法人数

318 318 
775 775 2,501 2,501 

4,811 4,811 
7,934 7,934 

12,255 12,255 
14,012 14,012 

16,733 16,733 

397 397 
816 816 

2,899 2,899 
6,095 6,095 

9,403 9,403 

12,849 12,849 
14,401 14,401 

17,316 17,316 

20,267 20,267 

23,460 23,460 

19,796 19,796 

23,085 23,085 

【図表1】 健康経営優良法人認定状況 （中小規模法人部門）

＊「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。

　「健康経営」とは、従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践すること
です。企業理念に基づき、従業員等への健康投資を行うことは、従業員の活力向上や生産
性の向上等の組織の活性化をもたらし、結果的に業績向上や株価向上につながると期待
されます。 （経済産業省）

十六総合研究所　コンサルティング部

はじめに　―企業経営と健康経営の交差点

　SDGs、DX、人的資本経営など、企業経営
を取り巻くトレンドが次から次へと移り変わって
いく昨今、喫緊の経営課題である人手不足、離
職の防止、賃上げといった話題にも事欠かず、
経営者の悩みは尽きない。まるでマラソンのタ
イムオーバーランナーを回収する「収容バス」

が迫ってくるかのように、やらなければ取り残さ
れていくような焦燥感から、頭を抱える経営者
も少なくないのではないだろうか。こうした状況
下、「健康経営」は、ここ10余年で注目を集め
るようになった経営戦略の一つである。

　健康経営は、2013年6月に閣議決定された
「日本再興戦略」に登場して以降、2015年3
月に発表された「健康経営銘柄」、2016年度
の「健康経営優良法人認定制度」の創設など
を経て、企業規模を問わず、全国的に関心が
高まってきている。2026年3月に発表された
健康経営優良法人認定事務局の資料による
と、2025年度の健康経営優良法人認定（大規
模法人部門）における調査回答数（申請数）は

4,175件で、前年度の3,869件から306件増
加しており、2014年度以降、増加の一途を辿っ
ている（参考文献1）。中小規模法人部門においても、
2025年度の申請数は23,460件で、前年度の
20,267件から3,193件増加しており、こちらも
2016年度以降、一貫して増加している【図表
1】。
　中小規模法人部門における2025年度認定
数は23,085件（前年度比＋3,289件）であり、

申請した法人の98.4％が認定を
取得している。ここで、認定取得
が容易であると考えるのは早計
である。例えば「ブライト500」
の認定取得にあたり提出が求め
られている申請書は、大問が40
問、小問も含めて80問以上の膨
大な設問で構成されており、これ
に答えていかなければならない。
さらには、目標設定などの自由記
述欄への記載や、推進計画の策
定が求められており、決して容易
に作成できるものではない。それ

企業経営と健康経営®の合流
　　～人材戦略としての健康経営～

Special Report【特別レポート】
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岐阜県
愛知県
三重県
全国平均

577
2,385
457

認定法人数

64,426
195,313
46,382

中小企業数

0.90
1.22
0.99
0.72

認定法人割合
（単位：社、％）

【図表2】 都道府県別認定法人割合（中小規模法人部門）＊1

＊1：認定法人数は、健康経営優良法人認定事務局（日本経済新聞社）「令和7年度健康経営優良法人認定の分析及びご報告」p.9（2026年）よ
り引用。中小企業数は、2023年6月に総務省と経済産業省が公表した「令和3年経済センサス-活動調査」のデータを中小企業庁が分析・と
りまとめたものから引用。（なお、経済センサスは5年に一度実施される全国調査であり、令和3年（2021年）のものが最新版。）

＊2：2024年度健康経営優良法人（中小規模法人部門）の認定申請書の中で実施されたアンケート。
＊3：「従業員の生産性の向上」「離職の防止」「業績の向上」については、まだまだ低いという見方もできる。しかし、健康経営が比較的新しい取組

みであるにもかかわらず、既に3割前後の企業が効果を実感しているという見方もできる。今後の推移に注目したい。
＊4：岐阜県・愛知県の人手不足の現状については、参考文献9も参照されたい。

健康経営によるメリット

にもかかわらず、認定申請数は増加し、認定率
も極めて高い水準を維持している。こうしたこと
から、認定取得に向けた企業の並々ならぬ熱意
がうかがえる。
　都道府県別に認定数をみると、岐阜県は
577件（前年度比＋117件）、愛知県は2,385件
（前年度比＋244件）、三重県は457件（前年
度比＋61件）といずれも前年度に比べて増加し

ており、健康経営が中京圏においても関心を集
めていることが分かる。一方で、全中小企業数
に対する認定法人の割合は1％前後と、非常に
低い水準にとどまっている【図表2】。健康経営
が、取り組む意義やメリットの大きい経営戦略
であることは論を俟

ま

たないが、圧倒的多数の企
業が導入に踏み切れていない状況が浮かび上
がってくる。

　健康経営は、ともすれば「従業員の健康維
持・増進だけを目指したもの」と思われがちだ
が、実際には業務効率アップや企業業績の拡
大、さらには人材採用の強化や離職の防止など
にも大きな効果をもたらす取組みである。
　経済産業省が、健康経営を実践する企業
（中小規模法人部門）に対して、健康経営に
取り組んだ効果に関するアンケート＊2 を行った
【図表3】。その結果、「従業員の健康状態の
改善」「企業ブランド・イメージの向上」「従業
員の生活習慣や健康に関するリテラシーの改
善・向上」「組織の活性化」などを選択した割
合が高く、健康経営に取り組む企業の多くは、
こうした効果を実感していることが分かる。こ
のアンケートの選択肢は「健康に資するもの」
「効率・業績に資するもの」「人材・採用に資す

るもの」の3つに分類できる。例えば、「従業員
の健康状態の改善」や「従業員の生活習慣や
健康に関するリテラシーの改善・向上」は「健
康」に、「企業ブランド・イメージの向上」や「組
織の活性化」、「従業員間のコミュニケーション
の改善」、「従業員のモチベーション、ワーク・エ
ンゲージメントの向上」、「従業員の生産性の
向上」、「業績の向上」は「効率・業績」に、「人
材の採用」と「離職の防止」は「人材・採用」に
分類できる。つまり、健康経営に取り組むこと
で、企業は従業員の「健康」とともに、「効率・業
績」や「人材・採用」面でも大きなメリットを享受
できると考えられる＊3 。
　特に人材の確保は、経営者を悩ませる非常
に重要な経営課題であるが＊4 、健康経営の認
定取得が採用の打ち手として有効である点は
注目に値する。健康経営優良法人認定事務局
による調査（参考文献3）では、「『健康経営優良法
人』の認定を取得していることは、就職先を決
める決め手になるか？」という設問に対し、「重
要な決め手になる」「重要な決め手の一つにな
る」と回答した割合が合わせて60％を超えてい
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出所：経済産業省「これからの健康経営について」p.51（2025年）より一部抜粋

従業員の健康状態の改善
企業ブランド・イメージの向上

従業員の生活習慣や健康に関するリテラシーの改善・向上
組織の活性化

従業員間のコミュニケーションの改善・促進
従業員のモチベーション、ワーク・エンゲージメントの向上

人材の採用
従業員の生産性の向上

離職の防止
業績の向上

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
（%）

81.6 81.6 
70.8 70.8 

66.6 66.6 
60.6 60.6 

53.9 53.9 
53.6 53.6 
53.2 53.2 

48.9 48.9 
35.3 35.3 

29.1 29.1 

n＝7,886

（複数回答）

健康
効率・業績
人材・採用

【図表３】 健康経営に取り組むことでどのような効果を感じていますか。（中小規模法人部門）

出所：健康経営優良法人認定事務局（日本経済新聞社）　「就活生・転職者に関する調査」（2023年）をもとに十六総合研究所作成

【図表4】

①「健康経営優良法人」の認定を取得していることは、
　就職先を決める決め手になるか？

②「健康経営優良法人」を取得している企業で
　働きたいか？

(n=600、単位：％)

重要な決め手になる
重要な決め手の一つになる
あまり決め手にならない
全く決め手にならない

(n=147、単位：％)

働きたいと思う

働いている、（働く予定の）
企業は既に取得している

働きたいと思わない

8.7 

56.2 27.0 

8.2 

80.3 

15.6 
4.1 

＊5：2026年4月実施。岐阜・愛知両県内企業・事業所の新入社員を対象に無記名式でアンケートを行い、403名から回答があった。

る。また、「『健康経営優良法人』を取得してい
る企業で働きたいか？」という設問に対し、「働
きたいと思う」「働いている、（働く予定の）企
業は既に取得している」と回答した割合は合わ
せて95％を超えている【図表4】。求職者側から
も、健康経営の認定を取得している企業は非常
に魅力的に見えるのだ。
　健康経営の方向性が求職中の若者に強く訴
求することは、他のデータからも読み取れる。当
社が毎年実施する「新入社員意識調査」＊5 によ
ると、当地域の新入社員が「今の会社を選ぶ際
に最も重視したこと」の回答として、1位の「①
仕事の内容に興味があり、自分の能力を活か
せると思うから」に次いで多かったのが「②経

営者の人柄、職場の雰囲気などが良いから」
であった【図表5】。また、「職場生活における
不安」について、1位の「①仕事がうまくやれる
か」以外で多かったのが「③先輩・仲間とうまく
やれるか」「②上司とうまくやれるか」、つまり周
りとのコミュニケーションに関する不安であった
【図表6】。これらは健康経営の実施にあたっ
て重要視されている項目である。
　また、当社が昨年11月に実施した調査「地
元企業に就職した新入社員の“ホンネ”」では、
新入社員の就業や生活スタイルに対する価値
観について、【図表7】に示すような傾向が明ら
かになった。項目1の「人間関係や日常の生活
の質を重視する」や、項目2の「心理的安全性
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1. 自己実現より「安定した生活基盤」を優先

2. 「心理的安全性の高い環境」での着実な成長を希望

3. 「成果の可視化」と「経験価値」を重視

　企業選びでは「勤務地」「給与水準」が重視され、地元就職の魅力として約7割が「家族や友人
が近くにいる」を挙げている。仕事のやりがいよりも、人間関係や日常の生活の質を重視する
傾向がみられる。

　管理職を目指す割合は約3分の1で、仕事よりも趣味や家族との生活を大切にしている。成長す
るために効果的な環境としては「丁寧なマンツーマン指導」や「失敗を許容し次に活かせる風土」
が上位に挙げられ、厳しく鍛えられる職場よりも、心理的安全性が担保された職場を望んでいる。

　モチベーション向上の条件として、「給与の増加」に次いで「自分の仕事の成果が目に見える」
ことを重視する。消費行動は、旅行などの「経験価値」や「推し活」等、自らが納得できる対象に
お金を使う様子がうかがえる。

【図表7】

出所：十六総合研究所「2026年度新入社員意識調査」p.2

2024年度
2025年度
2026年度

60%50%40%30%20%10%0%

① 仕事の内容
② 会社の将来性
③ 会社の雰囲気
④ 通勤に便利
⑤ 給料・ボーナス
⑥ 休日・休暇
⑦ 家族・先生の勧め
⑧ 入れる会社
⑨ その他

44.9%44.9%
8.2%8.2%

19.4%19.4%
6.2%6.2%
6.0%6.0%
4.2%4.2%
5.2%5.2%
2.5%2.5%
3.5%3.5%

【図表5】 今の会社を選ぶ際に最も重視したこと

出所：十六総合研究所「2026年度新入社員意識調査」p.2

2024年度
2025年度
2026年度

50% 60% 70%40%30%20%10%0%

① 仕事面

② 上司との関係

③ 先輩・仲間との関係

④ 生活環境の変化

⑤ 健康面

⑥ 不安を感じない

58.8%58.8%

8.2%8.2%

16.6%16.6%

8.9%8.9%

3.7%3.7%

3.7%3.7%

【図表6】 職場生活における不安

出所：十六総合研究所「地元企業に就職した新入社員の“ホンネ”」（2026年）より十六総合研究所作成

が担保された職場を望んでいる」といった傾向
は、職場の雰囲気やコミュニケーションを大切に
したいという先述の新入社員意識調査の傾向
と一致する。
　ここで、職場の雰囲気やコミュニケーションに
影響を及ぼす要因について考えてみたい。おそ
らく、新入社員の直属の上司や先輩らによる既
存のコミュニティの在り方が大きく影響するので
はないだろうか。また、組織や会社の在り方や、
経営者の従業員に対する「思い」も同様に影響
するはずである。経営者が、今いる従業員も未
来の従業員も大切にしたいと思うのであれば、
「組織の活性化」や「従業員間のコミュニケー

ションの改善・促進」に効果のある健康経営に
取り組むことは、非常に有力な選択肢と考えら
れる（【図表3】参照）。
　自社の健康経営に対する取組みを、対外的
に発信することも大切である。健康経営優良法
人の認定を取得すると、そのロゴをホームペー
ジや名刺に表示でき、自社が健康経営に取り組
んでいる事実をアピールできる。企業のブラン
ド力向上やイメージアップにつながり、「選ばれ
る会社」にまた一歩近づくことができるだろう。
実際に健康経営に取り組んだ企業の中では、
「採用倍率が前年度比4倍に増加した」といっ
た例も報告されている（参考文献2）。
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いくら健康な人が多く活気があっても、
対外的には分からない

自 社他 社

健康な人が多く活気もあることが
他社から見ても分かる

健康経営優良法人
ブランド力向上やイメージアップに貢献

本来の80％の力しか
出せていないとしたら・・・

100％の力を発揮できたら
生産性はさらに上がるはず

現在の人件費の20％は
ロスしていることに
なってしまう

100％との差の20％は、潜在的損失と考えられる

① 「出社しているが生産性が低下している状態」を見過ごす問題（プレゼンティーイズム）

健康経営はコストか？

　ここまで健康経営に取り組むことで得られる
さまざまなメリットについて述べてきた。しかし、

「結局、ただの福利厚生（コスト）で終わるので
はないか？」「通常業務が圧迫されて、生産性
が落ちるのではないか？」といった懸念や、「担
当させる社員（リソース）が社内にいない」と
いった事情から、取組みに二の足を踏む経営者
も少なくないと思われる。
　そこで、「健康経営に取り組まなかった場合、
どのような問題が潜在化し、放置されることに
なるのか」について、2つの新たな視点を提示し
たい。

　「プレゼンティーイズム」とは、欠勤には至っ
ていないため勤怠管理上は把握できないが、
健康上の理由で生産性（業務パフォーマンス）
が低下している状態のことであり、例えば腰痛
や頭痛、睡眠不足、花粉症、不安やストレスに
よる抑うつ状態などがあてはまる。これに対し、
欠勤や休職など、目に見える形で可視化された
損失は「アブセンティーイズム」と呼ばれる。欠
勤率が高ければ、上司や経営者は、部下の体
調不良や貢献意欲の低下などを推測し対策を
打てるが、プレゼンティーイズムはそれらが外
見上は分からない場合も多く、ある日突然、部
下が休職や退職を申し出るといった事態を招き
かねない。
　プレゼンティーイズムによる問題を、例を挙
げて説明する。ほとんど欠勤がない従業員Aさ
んは、腰痛と仕事による強いストレスを抱えて
おり、本来の80％の力しか出せていない。この
場合、仕事の生産性は20％低下していること
になるが、もしAさんが100％の力を発揮でき
たら、もっと多くの仕事をこなせるはずである。
一方で、Aさんに支払う人件費に着目すると、
その20％が、ある意味ではロスになっていると
考えることもできる。Aさんは一見普通に出社
しているため、上司や経営者がこれらの潜在

的な損失に気づきにくいという点で、問題はさ
らに深刻であるといえる。従って、「出社してい 
るから問題ない」「元気がないのであれば会社
を休むだろう」という考え方は、適切ではない
のだ。
　もちろん 、従 業 員 全 員が 常に1 0 0％の パ
フォーマンスを発揮し続けるのは現実的ではな
い。しかし、限られた経営資源のなかで持続的
な成長を目指す以上、この「見えない損失」を
最小限に抑える努力は不可欠である。人件費
は固定費であるため、コスト感覚に優れた経営
者ほど「人件費を少しでも抑えたい」と考える
のが自然であるが、固定費だからこそ、従業員
が持っている力を最大限に発揮できる環境を
整えることが、「投資対効果」の最大化につな
がる最も確実な戦略ではないだろうか。
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もし従業員が職場離脱したら・・・

　あなたの会社の従業員は、どのくらいの力を発揮できているだろうか。また、あなたはそ
の実態を把握できているだろうか。

　あなたの会社の従業員は、どのような年齢構成で、それぞれどのような健康課題を抱えて
いるだろうか。出社している従業員が、本当に健康な状態で能力を発揮できていると断言
できるだろうか。従業員はあなたの会社や担当業務に対して愛着を持ってくれているだろう
か。職場では温かいコミュニケーションが取られているだろうか。あなたの会社では、打て
るはずの一手を確実に打てているだろうか。

② 従業員が職場離脱せざるを得なくなる懸念

健康経営は人材戦略に他ならない　―企業経営と健康経営の合流

　ストレス社会ともいわれる現代、多くの従業
員は程度の差こそあれ何らかの心身の不調を
抱えている。もし従業員の健康に対して、会社と
して何ら手を打たないままでいると、エンゲージ
メント（会社との絆、愛社精神）は低下し、従業

　①②の問題は、いつ顕在化してもおかしくな
く、あるいは既に見えないところで進行してい
るかもしれない。だが、日ごろから従業員の健康
を気にかけることで、危機的な状況を未然に防
ぎ、万が一問題が顕在化した場合でも、その影

員が心身の不調により休職・退職する蓋然性が
高まる。しかも、従業員の休職や退職といった危
機は、ある日突然やってくる。休職者や退職者
が担当してきた業務を引き継ぐことになる他の
従業員に、業務を引き受ける余力がなかったり、
業務上必要となる専門性がなかったりする場合
は、業務の引き継ぎができず、業務縮小に至っ
てしまう場合も想定される。さらに、引継ぎのた
めにしわ寄せがいった従業員もまた心身の不調
に陥ったり、離職を考え始めたりするなど、連鎖
的な職場離脱も起こり得る。
　健康経営に取り組むということは、まさにこう
した突然の職場離脱や、それに起因する組織
崩壊という危機に対して、予防的な手段を講じ
ておくということにもなる。

響を最小限に食い止めることができる。
　健康経営に取り組むことは、単なるコストでは
ない。むしろ取り組まないこと自体が、「削減で
きたはずのコスト」を生む要因になり得る。「予
防は治療に勝る」とは、まさにこのことである。

　ここで、冒頭で示した経済産業省の定義を今
一度振り返ってみたい。そこでは、健康経営と
は「従業員等の健康管理を経営的な視点で考
え、戦略的に実践すること」と定義されている。
健康経営は、単に従業員を健康にするための、

企業から従業員への一方的な贈り物ではない。
従業員が健康で、意欲をもって長期的に活躍し
続けることで、企業が持続的な成長発展を遂
げるための「人への投資」であり、人的資本経
営や人材戦略の本来的な考え方である。健康
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おわりに　―「安全第一」も「健康第一」から

　本稿の結びとして、特に製造業の経営者に
は馴 染み深い「 安 全 第 一 」というスローガン
について、その歴史をひも解いてみたい。「安
全第一」の起源については諸説あるが、一説
によると、鉱山業が盛んであった1 9 0 0 年 代
初頭のアメリカにおいて、もともと別の起源を
もつ“Safety Firs t”と“Safety the Firs t 
Cons iderat ion”という二つの標語があり、
前者の人気に後押しされる形で後者も知られ
るようになったようである（参考文献4 p .105 -115）。当
時、鉱山業の現場においては労働災害が多発
しており、政府機関や企業の取組み、そしてこ
の安全最優先の標語の全国的な普及を経て、
“Safety First”はアメリカの労働現場の大原
則として定着していった。
　アメリカで誕生した“Safety First”の考え
方は日本へ輸入され、「安全第一」と訳され、
広く深く浸透していくことになる。1910年代に
安全運動が始まり、1917年4月には日本最初
の安全運動団体である安全第一協会の機関誌

『安全第一』の創刊号が発刊された。同誌は、
それまでの「事故は本人の不注意によってのみ
起こる」という考え方が見直されていくなかで、
先見性の高い主張を展開した。すなわち、①確
率は低くとも事故は起こり得るものとして、事故
に関する報告と統計表を多用することにより、
情緒的議論を排し、論理的な議論のできる場を

提供したこと、②物質的安全装置と精神的教
養の必要性を指摘するとともに、富国強兵を意
図しながらも共同［己と他人、工場主と労働家、
個人と国家双方］の利益を求めようとしたこと、
③小学校期から安全思想を育むことの重要性
を指摘したことの3点において、先駆的な役割
を果たしたと評価されている（参考文献5 p.21）。
　特筆すべきは、機関誌『安全第一』における

「安全」の概念には、「健康・衛生」の要素も組
み込まれていたことである。同誌では、理念や
組織、労働環境などのテーマとともに、「健康・
衛生」に関しても幅広く取り上げられていた。例
えば、食事や飲酒、目の安全、身体検査、伝染
病対策などについても啓発されていたのであ
る。すなわち、そういった日ごろの健康への心が
けや生活習慣を、安全と結び付けて捉える思
想が100年以上前の日本に既に存在し、機関
誌を通じて工場や学校、家庭を含む社会全体
に向けて広く発信されていた。先に挙げた「健
康・衛生」に関するテーマは、現代の健康問題
にも通じる。昔も今も健康に対する意識の重要
性、そして「従業員の健康」と「現場の安全」
との間に、密接な関係が存在することがうかが 
える。
　安全第一協会設立メンバーの一人である蒲
生俊文（東京電気株式会社、現・株式会社東
芝）は安全運動について、単に危険を避けると

経営が、経営戦略の中核をなす重要な取組み
であることを、ご理解いただけたのではないだ 
ろうか。
　そして何より、自社の従業員が心身ともに健
康で、いきいきと働いてくれることは、一人の経
営者として純粋に嬉しいものではないだろうか。
縁があって入社してくれた従業員が、「会社が
好き」「仕事が楽しい」と言ってくれたら、どんな
に喜ばしいことだろう。また、企業が関わるのは

何も従業員だけではない。その家族や取引先、
地域住民に対しても大きな社会的影響力を持
つ。そうしたステークホルダーに愛され、頼りに
される会社であるならば、経営者にとって、これ
ほど誇らしいことはないだろう。健康経営とは、
すなわち「人を大切にする経営」の実践形態に
他ならない。従業員のため、会社のため、そして
地域社会の未来のためにも、今こそ健康経営を
力強く推し進めていこうではないか。
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《参考文献》

　立ち返って考えてみよう。「安全第一」の前提に「健康」があることをあなたの会社は認識
できているだろうか。あなたの会社の従業員は、前日にはよく眠り、朝食を取ったうえで仕
事に取りかかり、怪我や体の痛みのない状態で仕事をしてくれているだろうか。従業員一人
ひとりの「健康」が担保されて初めて、真の「安全第一」が達成されるのではないだろうか。

十六総合研究所の経営支援

いうだけではなく、「安全を行うとは一番正し
い、一番本当の、一番間違いのない、一番合理
的な生活と仕事を行うことである」と主張した。
この安全観は「日常生活の心構えでもあり、労
働者をも含む国民すべてに通じる生活規範とし

て位置づけられていた」（参考文献5 p.23）。このことか
らも、「安全第一」は、日常生活における「心身
の健康」という確固たる基盤の上に実現するも
のだといえる。

　十六総合研究所では、地域企業のみなさま
に対し、健康経営の推進に関する一貫したサ
ポートをご提供しております。私たちはこの取組
みを通じて、企業のみなさまと、そこで働く従業
員の方々がともにいきいきと輝く地域社会の実
現に貢献することを目指しております。
　健康経営の本質は、健康経営優良法人の
「認定取得」というゴールにとどまらず、従業員
のみなさまが心身ともに健康に働ける環境を築
くことにあると弊社は考えております。いきなり
高額な費用や多大な労力をかけて、目新しい取

　従業員は、週に5日以上、1年の約3分の2と
いう非常に多くの時間を職場で過ごす。であ
れば、雇用主である会社が率先して、従業員の
健康づくりに積極的に関わっていくべきである。
「従業員の健康は個人で管理するもの」という
従来型の考え方では、今の時代にそぐわないど

組みを始める必要はありません。まずはローコス
トで力みのない実効性のある取組みを、細く長
く継続していくことこそが、健康経営の一つの
理想形ではないでしょうか。
　健康経営に取り組むにあたって、課題やお悩
みごとがございましたら、ぜひ弊社にお声がけく
ださい。「健康経営エキスパートアドバイザー」
等の資格を有するコンサルタントが貴社の状況
を丁寧にお伺いし、経営者の思いに寄り添いな
がら、最適な健康経営の実現に向けてともに歩
んでまいります。

ころか、事業自体の持続可能性に危険信号が
ともる。
　健康経営は、もはや単なる福利厚生などで
はなく、これからの企業が激動の時代を生き抜
き、持続的に発展を続けていくための「必須の
経営戦略」なのである。
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Representative O
ffice

順位 国・地域名 投資額
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10

20

Singapore
Korea Rep.of
China, PR
Hong Kong SAR (China)
Japan
Taiwan (China)
Cayman Islands
Samoa
Republic of Turkey
British Virgin Islands

India

10,207
7,057
4,732
4,348
3,502
2,085
1,232

856
764
586

87

   ベトナム向け海外直接投資（FDI）プロジェクト
（2024年認可分）

   【表1】

NSO（ベトナム国家統計局）HPより筆者抽出

（単位：百万米ドル）

1. 現地の肌感覚と海外直接投資（FDI）統計から見る「インドからベト 
    ナムへの投資」の実態

2. チャイナ・プラスワンの主役：中華圏からの製造業移転の勢い

3. 逆流する投資潮流：ベトナムからインドへの進出

　昨今、インドに関するセミナーを目に
する機会が増えている。本稿ではそうし
た潮流を踏まえつつ、今回はベトナムを
起点としてインドおよび他国との「双方
向の投資」について触れてみたい。
　まず「インドからベトナムへの投資」
についてである。当行事務所が入 居す
るオフィスビルの同フロアにはインド系
企 業が 拠 点を構えているものの、工業
団地を訪問する中で、インド企業に出く
わす機会は非常に少ない。
　 実 際 の ベトナム向け 海 外 直 接 投 資
（FDI）ランキング（表1）に目を移して 
も、インドからの 投 資 額は 約 8 ,70 0万ドルで2 0 位に位 置している。東アジアや
ASEAN主要国といった上位陣に比べるとその規模はまだ小さく、ITや製薬など高
付加価値なニッチ分野に特化していると言わざるを得ない。こうした統計データは、
現地で日々感じる「インド系企業の限定的な存在感」を裏付けるものである。

　一方で、「チャイナ・プラスワン」と言われて久しい製造業の移転先としてのベトナ
ムには、別の数字が強く表れている。中国単体での投資額（3位:約47億3,200万ド
ル）に加え、香港（4位:約43億4,800万ドル）、台湾（6位:約20億8,500万ドル）な
ど、中華圏からの製造業移転の勢いは旺盛である。なお、統計上ではシンガポール
（1位）やケイマン諸島（7位）、サモア（8位）、英領ヴァージン諸島（10位）といっ
た国・地域が上位に名を連ねている。これらは実質的な投資元ではなく、他国のグ
ローバル企業（インド企業や欧米企業を含む）が税制上の理由（タックス・ヘイブン
など）で経由地とした投資である点に留意しなければならない。

　インドからベトナムへの投資が限定的である一方、非常に興味深い潮流として、
「ベトナムからインドへの投資」が活発化している。ベトナムの対インド投資は30プ

現地実感とFDI統計から読み解く
ベトナム・インド・中国の投資潮流
十六銀行ハノイ駐在員事務所　所長　長谷川 晃照

ベトナム
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4. 結び：多極化するアジア投資の未来
　近時、「次の投資先はインドしかない」といった極端な論調に遭遇することもある
なか、ベトナムはチャイナ・プラスワンの確固たる受け皿として中華圏を中心とした製
造業を吸収しつつ、自国の大手地場企業をインドの巨大市場へと送り出す「投資のハ
ブ」へと変貌を遂げつつある。世界経済の地殻変動をチャンスへと変えるその「しな
やかな強靭さ（レジリエンス）」は、今後もグローバル市場の羅針盤であり続ける。

ロジェクト、総額約1億5,050万ドル（出所:ベトナム 文化スポーツ観光省 草の根情
報・対外情報局）に達しており、その牽引役となっているのがベトナム最大のコング
ロマリット企業ヴィングループ（Vingroup）である。
　① グリーンSM（GSM）によるニューデリーでのタクシーサービス開始

　直近のハイライトは、ヴィングループ傘下の電気自動車（EV）タクシー企業
「グリーンSM（GSM）」が、インドの首都ニューデリーでタクシーサービスを
開始したことである。同社はこれまでベトナム国内、ラオス、インドネシア、フィ
リピンで事業を展開しており、インドは5か国目の事業展開先となる。

　② ヴィンファスト（VinFast）によるインド製造拠点の猛追
　 G S M が 走 ら せる 車 両 を 製 造 す る 自 動 車 メー カ ー「ヴィン ファスト
（VinFast）」のベトナム国内での躍進は凄まじい。ベトナムの街中に出ると、
トヨタ、ホンダ、マツダといった日本ブランドの自動車が思いのほか多く走って
いる印象を受ける。しかし、毎月公表される統計資料（VinFast公式HPおよ
び VA M A sales report）を見ると、ヴィンファストの車両販売数は2位のトヨ
タ自動車以下を大きく突き放して1位を独走している。
　この勢いはそのままインドへ持ち込まれているように感じる。ヴィンファスト
はインド南部タミル・ナドゥ州のトゥートゥクディにEV製造工場を建設し、既
に生産を開始している。さらに直近では、乗用車だけでなく「電動スクーター」
や「電動バス」の製造ラインを追加するため、700億ルピー（約8億4,000万ド
ル）規模に及ぶフェーズ2の大規模拡張投資計画を当局に申請した。インドの
巨大な二輪・公共交通市場をも席巻しようとする戦略である。

　③ ヴィングループによる「複合エコシステム」投資計画
　さらに、ヴィングループの壮大なビジョンは自動車だけにとどまらない。同
グループはインド南部テランガナ州政府との間で、30億ドル規模の包括的な
マルチ・セクター投資に関する覚書（MoU）を締結した。これは、同グループ
が得意とする「スマート都市開発（Vinhomes）」「医療（Vinmec）」「教育
（Vinschool）」「観光・リゾート（Vinpearl）」「再生可能エネルギー」と
いったグループ全体のビジネスモデル（エコシステム）を、丸ごとインドへ移植
しようとする極めて大規模な投資案件である。
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【図１】：乳房手術の de-escalation （時代による術式の変遷）

手術 胸筋温存乳房切除術 乳房部分切除術 ラジオ波焼灼療法
（ ）

～～ ～ ～

全乳房、大胸筋、小胸筋
腋窩・鎖骨下リンパ節切除

全乳房
腋窩・鎖骨下リンパ節

部分乳房
腋窩・鎖骨下リンパ節 乳房はとらない

図１：乳房手術の （時代による術式の変遷）

） ） ） ）

（筆者作成）

はじめに　～「命」と「乳房」の双方を守る治療～はじめに　～「命」と「乳房」の双方を守る治療～

乳がん手術の進歩乳がん手術の進歩

　現代のがん治療では、外科療法（手術）、薬物
療法（抗がん剤、分子標的薬、免疫療法、内分泌
療法）、放射線療法を、科学的根拠（エビデンス）
に基づいて適切に組み合わせ、一人ひとりの患
者さんに最 適な治 療を行います。その目標は、
がんを根治し、再発を防ぐとともに、治療前と変
わらない生活を送っていただくことです。このた
め、治療方針は患者さんごとに個別に決定され
ます。
　乳がんをはじめ、胃がん、大腸がん、肺がんな
ど多くの固形がん（塊をつくるがん）では、現在
も手術が治療の中心です。早期がんでは手術の

　約200年前、紀伊国（現在の和歌山県）の外
科医・花岡青洲は、世界で初めて全身麻酔によ
る乳がん手術を成功させたとされています。そ
の後 、およそ1 0 0 年 前には、乳 房だけでなく大
胸 筋 、小 胸 筋 、腋

えき

窩
か

・鎖 骨 下リンパ 節まで切 除
するHa l s t e d 手 術【 図 1 A 】が 世 界 標 準となり 
ました。しかし、乳がんの病態が解明され、薬物
療法も進歩した結果、このような大きな手術は
治療成績の向上につながらないことが明らかと

みで治癒が期待できる場合もありますが、多く
は薬物療法や放射線療法を組み合わせた集学
的治療によって治療成績の向上を目指します。
私は乳がん外科を専門としており、本稿では乳
がん手術の進歩についてご紹介します。乳がん
は、日本だけでなく世界でも女性に最も多いが
んであり、その患者数は増加を続けています。一
方で、乳房は女性にとって身体的にも精神的に
も大切な臓器です。そのため、「命を守る」だけで
なく「乳房を守る」ことも乳がん治療の重要な目
標となっています。

なり、現在では筋肉まで切除することはほとん
どありません。
　現在の乳がん手術は、「乳房の手術」と「腋窩

（ わき）のリンパ 節 の 手 術 」の 二 つから構 成さ
れています。乳頭近くにがんがあり、乳頭を温存
できない場合には乳房 全体を切除する全摘術
を行いますが、筋肉は温存する胸筋温存乳房切
除術【図1B】が標準となっています。一方、乳頭
から離れた比較的小さながんでは、がんとその

周 囲 のみを切 除 する
乳 房 部 分 切 除 術【 図
1 C 】が 可 能 で す。ま
た 、術 前 薬 物 療 法 に
よって、腫瘍を縮小さ
せてから部 分 切 除 を
行うこともあります。
さらに近年では、手術
そ の もの をさらに 低
侵 襲 化（ 身 体 へ の 負
担を軽減）する治療も
実用化されています。

106岐阜大学医学部附属病院 Report

乳がん手術のde-escalation（段階的縮小）
二村　学岐阜大学医学部附属病院　乳腺外科　教授
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https://www.hosp.gifu-u.ac.jp/岐阜大学医学部附属病院
あなたとの対話が創る　信頼と安心の病院

［
診
療
科
］

内科／消化器内科／循環器内科／腎臓内科／呼吸器内科／血液・感染症内科／脳神経内科／外科／消化器
外科／心臓血管外科／呼吸器外科／乳腺外科／脳神経外科／整形外科／形成外科／精神科／小児科／皮膚
科／泌尿器科／産婦人科／眼科／耳鼻咽喉科／リハビリテーション科／放射線科／放射線診断科／放射線治
療科／病理診断科／救急科／麻酔科／歯科／小児歯科／矯正歯科／歯科口腔外科         ※麻酔科標榜医／紙谷 義孝

図 ：腋窩（リンパ節）手術の （時代による術式の変遷）

腋窩リンパ節転移

なし
センチネルリンパ節生検 腋窩リンパ節郭清術

あり

ここだけ

リンパ流が最初に流れつくリンパ節
（センチネルリンパ節）のみを切
除する

腋窩～鎖骨下リンパ節を
全て切除する

腋窩リンパ節

鎖骨下リンパ節

転移陽性であったリンパ節と、そ
の周囲のリンパ節を切除する

） ） ）

（筆者作成）

【図2】：腋窩（リンパ節）手術の de-escalation （時代による術式の変遷）

おわりにおわりに

生活の質を守る「リンパ節手術」生活の質を守る「リンパ節手術」

　 乳がん治 療は手 術だけで完 結するものでは
ありません。薬物療法や放射線療法を組み合わ
せた集 学 的 治 療によって初めて最 大の治 療 効
果が得られます。その中で手術も、より小さく、
より安全に、より患者さんの生活の質（QOL＝

　リンパ節手術においても同様の流れがありま
す。以前は転移の有無にかかわらず腋窩リンパ
節をすべて切除していましたが、現在では、最初
に転 移する可 能 性の高いリンパ 節だけを調べ
るセンチネルリンパ節生検【図2A】が標準とな
り、術後に腕が腫

は

れるリンパ浮
ふ

腫
しゅ

（むくみ）は大

Quality of Life）を守る方向へ進歩を続けて
います。私たちは「 診 療・研 究・教 育 」の三 本 柱
のもと、患者さん一人ひとりに最適ながん治療
を提供できるよう、今後も努力を続けてまいり 
ます。

幅に減 少しました。一 方 、術 前からリンパ節 転
移が確認されている場合には、現在でも腋窩リ
ンパ節郭

かく

清
せい

術【図2B】が必要となることがあり
ます。しかし、この術式では、20％以上の患者さ
んにリンパ浮 腫が 生じることが 課 題です。そこ
で近年注目されているのがTailored Axillary 

Surgery（TAS）です【図2C】。転移
リンパ 節 に あ ら か じ め チ タンマ ー
カーを留置し、術前化学療法後にそ
のリンパ節を中心として必要最小限
の範 囲のみを切 除する方 法で、リン
パ浮腫を減らしながら十分な治療効
果を得ることが期待されています。当
院でもこの手術法の有効性を検証し
ており、治療後も患者さんがこれまで
と変わらない生活を送れることを目
標に、新しい手術技術の開発に取り
組んでいます。

ラジオ波焼灼療法【図1D】は、約1.5mmの細い
電極針を腫瘍に刺し、高周波電流でがんを壊死
させる治療です。対象は、画像診断でリンパ節転
移がない1.5cm以下の単発乳がんで、術前薬物
療法を受けていない患者さんに限られます。皮
膚の傷は約2mmとほとんど目立たず、治療時間
は約1時間、入院期間も数日程度です。早期乳が
んでは乳房を切除することなく治療できる可能

性が広がり、患者さんの身体的・精神的負担は
大きく軽減されています。まさに早期発見による
恩恵といえるでしょう。このように、乳がん手術
は、治療効果を維持しながら患者さんへの負担
をできるだけ減らす「de-escalat ion（段階的
縮小）」へ進化しています。今後さらに薬物療法
が発展すれば、手術を行わずに乳房を温存でき
る時代が訪れる可能性もあります。
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労務vol. の09

1.　はじめに

2.　事前の備え：方針の明確化と内部体制の整備

3.　現場での対応：一人で抱え込ませない組織的対応

　近年、顧客などからの著しい迷惑行為、い
わゆる「カスタマーハラスメント（以下、カスハ
ラ）」が社会問題化しています。これに対し、厚
生労働省は事業主が講ずべきカスハラ対策を示
した指針を策定しました。この指針では、企業
に求められる基本方針の策定や相談体制の整
備、被害発生時の適切な対応などが具体的に
示されています。

　企業がまず取り組むべきは、カスハラに対す
る組織としての方針の明確化と周知・啓発で
す。
① トップメッセージの発信
　経営トップが「カスハラは許さない」という
毅然とした姿勢を内外に示します。

② マニュアルの策定
　就業規則の変更はもとより、現場が迷わ

　実際の事案発生時には、現場の従業員を孤
立させないことが重要です。
① 組織による対応への切り替え
　可能な限り一人で対応させず、必要に応じ
て管理職や現場の責任者などが代わって対
応する体制を整えます。

　カスハラは、顧客などの言動が「社会通念上
許容される範囲を超えたもの」であり、従業員の
「就業環境が害されるもの」を指します。2026
年10月1日の労働施策総合推進法改正により、
すべての事業主にカスハラ防止措置が義務付け
られます。対策を怠り、適切な措置を講じない
場合、企業には従業員から安全配慮義務違反
として損害賠償などの責任を追及されるリスク
もあります。

ないよう、暴言や土下座の強要など社会通念上
許容されない行為を具体例として示し、対応フ
ローを策定します。
③ 相談窓口の設置
　被害が発生した際、またはそのおそれがあ
る段階で、従業員が安心して相談できる窓口
を整備します。

② 客観的な証拠の確保
　相手方のプライバシーなどに留意しつつ、
録音や録画を行うことは、その後の事実確
認において極めて有効です。あらかじめ店舗
等に『防犯のため録音・録画を行っていま
す』と掲示しておくなど、事前の備えとセット
で行うとより安全です。

2026年10月の法改正に備える！
カスタマーハラスメント対策 

～法改正の背景と外部連携を含む実践的対応～

山口 智史社会保険労務士HANS社会保険労務士法人
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Profile
山口 智史（やまぐち　さとし）

●社会保険労務士・行政書士
●愛知県医療勤務環境改善支援センター 統括医療労務管理アドバイザー
●厚生労働省「令和8年度医療労務管理支援強化事業」 スーパーバイザー

〒453-0016　名古屋市中村区竹橋町１３－１８　オフィスワンタケハシ6階　052-526-0282　info@hans-sr.jp
●HANS社会保険労務士法人　社員　 ●山口行政書士事務所　代表　 ●TSシーズ合同会社　代表社員

イラスト：PIXTA

イラスト：PIXTA

イラスト：イラストAC

4.　外部機関との連携：毅然とした法的・公的対応

5.　被害者保護と再発防止の徹底

6.　おわりに

　自社内での解決が困難な場合、あるいは事
態が深刻な場合には、外部の専門機関と迅速
に連携する体制が不可欠です。
① 警察への通報
　暴行、傷害、脅迫、不退去など、犯罪に該
当し得る言動に対しては、迷わず警察へ通報
します。

② 弁護士との連携
　法的な手続きが必要な場合
や損害賠償の請求を検討する
場合、不当な要求への法的解釈
が必要な場合には、法務部門を
通じて弁護士へ相談します。

　事案の発生後は、被害を受けた従業員の心
身のケアが最優先です。

　カスハラ対策は、従業員を守るためだけの問
題ではありません。現場任せにすると、対応し
た従業員が疲弊し、離職や休職、店舗や窓口の
運営の混乱にもつながります。就業規則や、相
談窓口の整備、初動対応フローの作成、研修ま

① メンタルヘルスケア
　産業医や産業カウンセラー、臨床心理士
などによる相談や専門医療機関への受診を
促すなど、従業員の状況に応じた配慮と適
切な対応を行います。

② プライバシーの保護と不利益取扱いの禁止
　相談したことや事実確認に協力したことを
理由に、解雇などの不利益な取扱いをする
ことは法的に禁止されています。

で含めて、事前の準備が重要です。社会保険労
務士などの専門家の知見も活用しながら、自社
の実務に即した制度整備と運用を早期に進め
ることが推奨されます。

③ SNS・インターネット対策
　インターネット上での誹謗中傷やプライバ
シー侵害に対しては、サイト運営者への削除
依頼に加え、必要に応じて警察や弁護士、
総務省の委託事業である「違法・有害情報
相談センター」などの専門機関に相談し、投
稿者の特定や法的措置を検討します。
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商 号 等　十六TT証券株式会社　金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第188号
加入協会　日本証券業協会
https://www.16ttsec.co.jp

商 号 等　十六TT証券株式会社　金融商品取引業者　東海財務局長（金商）第188号
加入協会　日本証券業協会
https://www.16ttsec.co.jp



エリワンパートナーで十六カードまたは

じゅうろくJCBデビットを使うと、カード

利用ポイントが２倍になったり、割引きが

受けられたりするサービスです。

十六カード、じゅうろくJCBデビットをご

利用の皆さまに、ポイントアップやおトク

な割引きをお届けします。

法人・個人事業主の方のビジネスを
キャッシュレスを通じてバックアップ。

請求書をいつまで紙で
出しているんですか？
電子帳簿保存法対応・請求業務効率化・働き方改革

【法改正】
電子帳簿保存法への対応

お客さまのニーズに合わせ、さまざまなソリューションを
ご提案させていただきます。
お取引のある十六銀行の本支店へご相談ください。

【業務効率化】
手間を大幅に削減

【生産性向上】
多様な働き方に対応

・電子取引の請求書は
データ保存が法律で
義務化

・インボイス制度と電帳
法の法対応を同時に
実現

・面倒なファイリングが
不要に

・電子化で紙の保管
コストと郵送費を削減

・集金業務の効率化で
キャッシュフロー改善

・空いた時間を有効活用
し、ビジネス成長へ

・残業時間の削減や
リモートワークなど
働き方改革を実現

・ペーパーレス化で環境
保全に貢献

電子帳簿保存法対応・請求業務効率化・生産性向上

エリワンパートナーで十六カードまたは

じゅうろくJCBデビットを使うと、カード

利用ポイントが２倍になったり、割引きが

受けられたりするサービスです。

十六カード、じゅうろくJCBデビットをご

利用の皆さまに、ポイントアップやおトク

な割引きをお届けします。

法人・個人事業主の方のビジネスを
キャッシュレスを通じてバックアップ。



地域と共に歩む　保険と不動産の総合コンサルタント

文化センター

円徳寺

共栄ライフパートナーズ
本社・不動産部

本 社・不動産部
〒506-0026  
高山市花里町6丁目29番地
Tel：0577-36-1783  Fax：0577-36-0243



サービス内容

十六総合研究所 コンサルティング部
TEL.058-266-1916

【お問い合わせ先】

十六総合研究所の人材紹介サービス
当社の人材紹介サービスでお客さまの事業の発展をサポートします

詳細はウェブサイトをご覧ください。

十六総研　人材紹介 検 索

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

発 行 |

紙冊子版をご希望の方はこちらの二次元コード、または十六総合研究所のウェブサイトもしくは
お電話にてお申込みください。

・万一、本書に乱丁・落丁、破損、汚損等があった場合は、すみやかに当社にご連絡ください。詳細を確認の上、当社の判断で当該号の新品をお送り 
  します。
・本書に記載される記事、図表、画像等に関する著作権、商標権等の知的財産権およびその他の法的権利は、当社、情報提供者および許諾者に 
  帰属し、お客さまその他の利用者は、これらの権利を侵害してはならないものとします。
・本書掲載記事および写真の無断使用を禁じます。本書のコピー、スキャン、デジタル化などの無断複製は、著作権法上での例外を除き禁じられて 
  います。
・本書を代行業者などの第三者に依頼してスキャンやデジタル化することは、たとえ個人や家庭内の利用であっても著作権法上認められません。
・当社は、細心の注意を払って本書に各種情報を掲載していますが、本書の記載内容について、その正確性を保証するものではなく、本書の内容に 
  基づいて利用者が行う判断・行為により生じた損害について、損害賠償の責を負いません。
・本文中に記載した組織名称、肩書などは、特に断りのない限り取材・インタビュー実施日時点のものです。

定価／1,650円（税込）

〒500-8833 岐阜市神田町7丁目12番地 十六ビル7階
TEL:058-266-1916 
https://www.16souken.co.jp

https://www.16souken.co.jp/recruiting-service/
https://www.16souken.co.jp/recruiting-service/
https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSegV6O5hUCPwCnDp9miVjVstUoo-7GsriObLDdJ4JfcrTGmPA/viewform

